
平成 14年 1月期 決算短信 (   連結) 平成 14年 3月 22日

上   場   会   社   名    積水ハウス株式会社 上場取引所 東 大 名

コード番号    1928 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報部長 大阪府

　　　　　　  氏　　        名　　　　山口　英大 TEL (06) 6440 - 3111
決算取締役会開催日　　平成 14年 3月 22日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  1月期の連結業績（平成 13年 2月 1日 ～ 平成 14年 1月 31日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  1月期 1,305,468 △ 4.3 74,624 △ 22.3 73,081 △ 17.4

13年  1月期 1,364,800 2.6 96,085 26.2 88,513 26.3

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  1月期 △ 90,331 - △ 125.11 - △ 13.2 5.3 5.6

13年  1月期 25,167 - 35.03 31.07 3.4 6.1 6.5

(注)①持分法投資損益 14年  1月期                2 百万円          13年  1月期              401 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年  1月期   722,036,992 株　　　13年  1月期   718,531,787 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  1月期 1,303,821 626,462 48.0 883.16

13年  1月期 1,459,490 741,215 50.8 1,027.71

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  1月期   709,340,545 株　　　13年  1月期   721,235,443 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  1月期 54,191 △ 54,238 △ 92,081 229,138

13年  1月期 66,851 △ 5,008 △ 51,854 311,022

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  103　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　3　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）4　社  （除外）6　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　2　社

２. 15年  1月期の連結業績予想（ 平成 14年 2月 1日  ～  平成 15年 1月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 605,000 28,000 16,500

通　　期 1,250,000 63,000 35,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   49 円 34 銭 
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企業集団の状況 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社103社、関連会社3社及びその他の関係会社1社で構成され、工業化住宅 
の設計、施工及び請負並びに住宅の分譲、不動産の売買、仲介、賃貸借、管理及びそれらに関する事業活動を行っています。 
当社グループの各事業における位置付けは次の通りです。 

 なお、次の２部門は「セグメント情報」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一です。 
 
（住宅請負事業） 
 鉄骨系、木質系及びコンクリート系の各種住宅やアパート、マンション等の設計、施工及び請負並びに造園その他建設工事の設計、施 
工及び請負を行っています。 

 
（住宅請負事業に関わる主な関係会社） 
 積和建設埼玉㈱、積和建設横浜㈱、ランドテック積和中部㈱、グリーンテクノ積和㈱ 
 
（不動産事業） 
 宅地、建売住宅、マンション等の販売や仲介並びにマンション、商業ビル、店舗等の賃貸借、管理等を行っています。 
 
（不動産事業に関わる主な関係会社） 
 積和不動産㈱、積和不動産関西㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱、積和不動産東北㈱、積和不動産九州㈱ 
 
  事業の概要図は次の通りです。 
    
    
(建材の供給)  積  
※１ セキハ㈱   住宅の施工 

   水  
     
（建築資材の供給）  ハ  

顧 
 
 

客 

住
宅
請
負
事
業 

※３ 積水化学工業㈱      
  ウ   

 基礎・建方   
(住宅の施工及びエクステリア事業) 造園工事 ス       不動産の販売・仲介・賃貸借等 
※１ 積和建設埼玉㈱他８４社   

   ㈱  
(不動産の仲介及び賃貸借)    
※１ Sekisui Deutschland   住宅の施工 (不動産売買、仲介、賃貸借管理等) 不動産の販売・ 
 Bau G.m.b.H.    ※１ 積和不動産㈱ 仲介・賃貸借等 
     ※２ 積和不動産関西㈱  

顧 
 
 

客 

不

動

産

事

業 

     ※１ 積和不動産中部㈱    
(不動産関連サービス)  不動産の販売・ ※１ 積和不動産中国㈱ 
※１ 六甲アイランドケーブル  仲介・賃貸借等 ※１ 積和不動産東北㈱  

              ビジョン㈱   ※１ 積和不動産九州㈱  
※１ スカイレールサービス㈱   ※１ 積和管理㈱   他１社  
※２ 六甲アイランドエネルギー   ※１ 神戸六甲アイランド㈱  
       サービス㈱   ※１ エスジーエム・  
       他  １社   オペレーション㈱ 他２社  
   ※１ 西宮マリナシティ開発㈱  
    
(住宅関連図書出版及び広告代理)   
※１ ㈱住まいの図書館   
※１ ㈱エスイーエー   
    

(注) ※１ 連結子会社  
 ※２ 持分法適用関連会社  
 ※３ その他の関係会社  
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（主な関係会社の状況） 

主 要 な 事 業 議決権の
名   称 住 所 資本金 

の 内 容 所有割合

役 員 の 

兼 任 等 
営業上の取引 

（連結子会社）  百万円   

神戸六甲アイランド㈱ 
神 戸 市 

東 灘 区 
1,000 不 動 産 事 業 61.8% 役員  2名 

従業員 3名 

当社が参画している六甲アイラ

ンドシティ開発プロジェクト共

同事業会社 

西宮マリナシティ開発㈱ 
兵 庫 県 

西 宮 市 
400 同 上 100.0% 役員  4名 

従業員 3名 

当社が参画している西宮マリナ

シティ開発プロジェクト共同事

業会社 

エ ス ジ ー エ ム ・ 神 戸 市 役員  2名 
オ ペ レ ー シ ョ ン ㈱ 東 灘 区 

418 同 上 100.0% 
従業員 4名 

不動産の管理委託及び住宅関連

機器の売買 

積 和 不 動 産 ㈱ 
東 京 都 

渋 谷 区 
1,668 同 上 57.7% 役員  4名 

転籍 11名 

当社及び当社顧客等の不動産売

買の代理、媒介及び不動産の管

理委託他 

仙 台 市 役員  3名 
積 和 不 動 産 東 北 ㈱ 

青 葉 区 
200 同 上 55.1% 

転籍  7名 
同    上 

役員  1名 
転籍  5名 積 和 不 動 産 中 部 ㈱ 

名 古 屋 市 

中 村 区 
1,368 同 上 41.2% 

従業員 3名 
同    上 

役員  3名 
転籍  8名 積 和 不 動 産 中 国 ㈱ 

広 島 市 

中 区 
379 同 上 41.6% 

従業員 1名 
同    上 

役員  3名 
転籍  6名 積 和 不 動 産 九 州 ㈱ 

福 岡 市 

博 多 区 
200 同 上 50.2% 

従業員 1名 
同    上 

東 京 都 
積 和 管 理 ㈱ 

渋 谷 区 
120 同 上

100.0% 
(100.0%) 転籍  7名 不動産の管理委託及び住宅関連

機器の売買 

東 京 都 
積和データサービス㈱ 

渋 谷 区 
100 同 上

100.0% 
(100.0%) 転籍  8名 － 

積 水 ハ ウ ス 梅 田 大 阪 市 役員  2名 
オ ペ レ ー シ ョ ン ㈱ 北 区 

100 同 上 100.0% 
従業員 3名 

不動産の管理委託 

富 山 県 役員  4名 
セ キ ハ ㈱ 

新 湊 市 
480 住宅請負事業 100.0% 

従業員 2名 
住宅関連部材の売買 

東 京 都 役員  2名 
グリーンテクノ積和㈱ 

渋 谷 区 
100 同 上 100.0% 

従業員 4名 
外構･造園工事の請負 

名 古 屋 市 役員  1名 
ランドテック積和中部㈱ 

守 山 区 
50 同 上 100.0% 

従業員 6名 
地盤調査、測量等の請負 

埼 玉 県 役員  2名 
積 和 建 設 埼 玉 ㈱ 

さいたま市 
40 同 上 100.0% 

従業員10名 
基礎・建方等の建築工事の請負

（持分法適用関連会社） 

積 和 不 動 産 関 西 ㈱ 
大 阪 市 

北 区 
5,829 不 動 産 事 業 35.3% 役員  2名 

転籍 12名 

当社及び当社顧客等の不動産売

買の代理、媒介及び不動産の管

理委託他 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２．議決権所有割合欄の（ ）内の数字は、間接所有割合です。 

   ３．積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱の持分は１００分の５０以下ですが、実質的に支配しているため子会社としています。 

   ４．積和不動産㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱及び積和不動産関西㈱は有価証券報告書提出会社です。 

     なお、積和不動産㈱は東京証券取引所市場第２部、積和不動産中部㈱は東京証券取引所市場第２部及び名古屋証券取引所市場 

     第２部、積和不動産中国㈱は東京証券取引所市場第２部及び大阪証券取引所市場第２部、積和不動産関西㈱は大阪証券取引所 

市場第１部にそれぞれ上場しています。 
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経営方針及び経営成績 
 
１．経営方針 
（会社経営の基本方針） 
当社の経営方針といたしましては、創業以来「人間性豊かな住まいと環境の創造」を目指し、住宅業界のトップメー

カーとして 高の品質と技術の提供を図ることを基本とし、当社の根本哲学である「人間愛」を日々の活動に反映させ、

常に「お客様本位」の家づくりに取り組んでおります。今後とも厳格な品質管理のもと、徹底したCS（顧客満足）の向

上並びにアフターサービスの充実に努めてまいります。また、リフォーム事業、エクステリア事業の拡大など周辺事業

にも積極的に取り組んでおります。 
（利益配分に関する方針） 
利益配分に関する方針といたしましては、昭和63年1月期以降、1株当たり年間18円の株主配当金を安定的な配当とし

て継続する一方、利益の状況、企業体質の強化及び将来の事業展開を総合的に勘案しつつ、時に応じて特別配当又は記

念配当を実施し、株主の皆様へ利益還元を図って参りました。また、自己株式消却の実施など、資本効率を改善させ長

期的な株主利益の増進を図るよう努力いたしております。 
（投資単位の引き下げに関する考え方及び方針） 
 当社は、より広範な投資家、とりわけ個人投資家の方々の参加を容易にする施策の重要性を認識しております。しか

しながら現状当社株式の流動性については十分に確保されていることなどから、今後市場の要請等を勘案し、その費用

ならびに効果等を検討しつつ慎重に対処したいと考えております。 
（今後対処すべき課題） 
今後の会社が対処すべき課題といたしましては、受注の拡大等事業そのものの積極的な展開を図りつつ、企業価値の

更なる増大を図り、より一層の財務体質の健全化を行っていくほか、環境問題への配慮等企業の社会的責任を全うして

いく所存であります。 
 
 
２．経営成績 
当期の我が国経済は、雇用環境、消費動向等、いずれにおいても回復の兆しすら見えず、金融再編など一連の構造改

革実施による一層の景気悪化に備え、企業はさらなるリストラを実行し、個人においては消費の手控え、大型投資の模

様眺めに終始するなど、極めて厳しい環境のまま推移いたしました。経済全体の動向を見極める株価も、金融株が大き

く値を下げるなど、景気循環による回復の期待すら遠のくこととなりました。 
住宅市場におきましては、期の前半は分譲住宅に堅調さがみられたほか、貸家が今後の需要拡大を見込んで前年を上

回ったものの、大きく落ち込んだ持家着工の影響で暦年の新設住宅着工は3年ぶりに120万戸を下回る低調な結果に終

わりました。このような厳しい状況にあって、住宅業界においても本格的な企業淘汰の時代を迎え、一層の経営改善努

力が求められることとなりました。 
当社はこのような環境のもと、中高級商品路線を堅持するとともに、安易な価格競争にくみせず、高い CS を実現す

るとともに、経営体質を強化し、積極的に営業支援体制を整備してまいりました。期初におきましては地域販売会社  

4社を合併し、文字通り全国一律の直接販売、責任施工体制を確立いたしました。 
また、前期に引き続き、社内横断的なプロジェクトチームなどによる徹底した合理化・省力化を推進し、原価の一層

の低減及び経費の削減に努めました。さらに営業力強化のため、人員の増強や拠点の拡充を進めるとともに、「コンサル

ティングハウジング」をテーマに営業・設計の提案力向上に注力いたしました。 
賃貸住宅｢シャーメゾン｣におきましては、低金利時代の有利な資産運用手段としてオーナーの関心が高まるなか、高

級路線を推し進めるとともに、積和不動産グループとの連携強化により、受注の拡大に努めました。 
 不動産事業につきましては、分譲戸建住宅の拡販に注力するとともに、東京をはじめとする大都市圏での高級マン

ション「グランドメゾン」シリーズのほか、六甲アイランドCITYでの全国初のメディケアサービス付きマンションな



 5

どの積極的な販売に努めました。 
また、一昨年導入された「住宅性能表示制度」につきましては、当社の販売する全ての分譲戸建住宅に採用するなど、

当社商品の基本性能の優位性を体現するものとしてこれを積極的に提案し、普及に努めました。 
 一方、今後拡大が予想されるリフォーム需要に対応するとともに、これを新たな事業として育成するため、営業社

員の増強、拠点の拡充を行い、リフォーム提案メニューの整備を進めました。エクステリア事業では、「5本の樹」と名

づけた環境に配慮した庭づくりの提案を展開したほか、専門子会社「グリーンテクノ積和」3 社を設立するなど、周辺

事業の営業力強化にも努めました。 
商品戦略といたしましては、中高級商品への特化をさらに進めるとともに、多様化・個性化する顧客ニーズに応え魅

力のある高品質な商品の投入に努めました。 
当期の新商品につきましては、鉄骨戸建住宅では、趣味や生活へのこだわりを深める高級住宅「セントレージ・   

クレッセ」を、また、徹底した合理化により建築コストを圧縮するとともに、明るく開放的な外観により幅広い年齢層

に受け入れられる「セントレージJ&K」を発売いたしました。 
シャーウッド（木造軸組）住宅においては、上期には新開発の陶版外壁を採用した 高級商品「エム・グラヴィス   

ベルサ」を、下期には2階建・小屋裏3階建・3階建など多彩な空間提案を同一システムで提供できる都市型高級住宅

「マキシオ」を発売いたしました。 
高級賃貸住宅市場の拡大が見込まれる中、「シャーメゾン」については、昨年10月に首都圏を中心とした上質な賃貸

住宅需要に対応するため、高級テラスハウス「ベータ・ラボ」を上市いたしました。 
財務面におきましては、資本効率の向上とともに、長期的な株主利益の増進を図ることを目的として、発行済株式総

数の約3％にあたる21,719千株の自己株式買入消却を実施いたしました。 
このような経営全般にわたる体質の強化と積極的な営業活動を進めましたが、戸建住宅の不調に代表される市場低迷

に抗しきれず、連結の売上高につきましては、1兆3,054億6千8百万円（前期比4.3％減）となりました。 
利益面につきましても、売上高減少に伴う利益率の低下などにより、連結営業利益で 746 億 2 千 4 百万円（前期比

22.3％減）、経常利益で、730億8千1百万円（前期比17.4％減）にとどまりました。 
一方、当期末に販売用不動産に計上されている物件のうち、簿価と時価の乖離が大きく発生し、昨今の経済情勢から

みて早期の価格回復が難しく、次期以降の企業体質強化に向けて早期に処理を進めることが得策と判断したものにつき、

評価損合計1,355億3千9百万円を計上することといたしました。評価損を計上した主な物件は、早期売却を決定した

賃貸用不動産及び前渡金に計上されていた新たな完成宅地のほか、六甲アイランドや西宮マリナシティにおいて事業計

画を見直した開発予定地などであります。また、期初において5年間の均等償却を予定いたしておりました退職給付会

計基準の変更時差異金568億8千8百万円を当期一括償却いたしますとともに、金融機関等の株式が大幅に下落したこ

とに伴う保有株式の評価損262億6千1百万円を計上いたしました。 
これらにより特別損失として合計 2,340 億 4 百万円を計上し、連結当期純利益につきましては 903 億 3 千 1 百万円

の欠損のやむなきに至りました。 
 

３．次期の見通し 
次期の業績の見通しとしましては、当期に行ったコストダウン努力及び一層付加価値の高い商品の投入など営業力の

強化により受注を拡大するとともに、当期に行った資産の圧縮による収益体質の向上の効果などにより、連結売上高  

1兆2,500億円、連結経常利益630億円、連結当期純利益350億円を期しております。 
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連結財務諸表等 

1.連結貸借対照表 

（単位：百万円）

期 別 

科 目 
当連結会計年度 
(平成14年1月31日現在) 

前連結会計年度 
（平成13年1月31日現在） 

比 較 増 減

（ 資 産 の 部 ） （１，３０３，８２１） （１，４５９，４９０） （△１５５，６６９）

流 動 資 産 ７９５，８８３ ９５１，８３１  △１５５，９４８

 現 金 預 金  ２４０，９４３ ３１８，３２１  

 受取手形及び完成工事未収入金  １１８，０７０ １２６，９５１  

 有 価 証 券  ２，５１８ ２０，５３５  

 た な 卸 資 産  ２８７，５５４ ３５１，８４３  

 繰 延 税 金 資 産  １２１，４３４ ７５，２６５  

 そ の 他 の 流 動 資 産  ２８，０３４ ６１，９０８  

 貸 倒 引 当 金  △ ２，６７２ △ ２，９９５  

固 定 資 産 ５０７，９３７ ５０７，６５９  ２７８

有 形 固 定 資 産 ２４７，９１５ ３０４，７１１  △ ５６，７９６

 建 物 及 び 構 築 物  １８８，６２６ ２０４，１１７  

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具  ５５，３１７ ５４，５５０  

 工 具 器 具 及 び 備 品  ２６，６２２ ２６，００５  

 土 地  １１２，６７０ １５１，６７７  

 建 設 仮 勘 定  ５００ ８５８  

 減 価 償 却 累 計 額  △ １３５，８２２ △ １３２，４９９  

無 形 固 定 資 産 １０，２５２ ９，３５１  ９０１

 借 地 権  ７，０１５ ６，０７７  

 ソ フ ト ウ エ ア  ２，３４１ ２，３８８  

 施 設 利 用 権  ６１ ６６  

 電 話 加 入 権  ８３３ ８１８  

投 資 そ の 他 の 資 産 ２４９，７６９ １９３，５９７  ５６，１７２

 投 資 有 価 証 券  １１５，４３３ ７８，５４１  

 長 期 貸 付 金  ６５，４６６ ７１，０５９  

 繰 延 税 金 資 産  ３３，５８３ ９，５８３  

 そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産  ３６，４８２ ３５，４７９  

 貸 倒 引 当 金  △ １，１９６ △ １，０６６  

資 産 合 計 １，３０３，８２１ １，４５９，４９０  △１５５，６６９
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 （単位：百万円）

期 別 

科 目 
当連結会計年度 

(平成14年1月31日現在) 

前連結会計年度 
（平成13年1月31日現在） 

比 較 増 減

（ 負 債 の 部 ） （６６９，９１６） （７０１，５１６） （△ ３１，６００）

流 動 負 債 ３７９，２５４ ３９５，７８６  △ １６，５３２

 支 払 手 形 及 び 工 事 未 払 金  １８９，００２ ２０８，１４４  

 
 
一年以内に償還及び返済予定の 

社 債 及 び 長 期 借 入 金 
 ６２，６０３ ５１，２０５  

 未 払 法 人 税 等  ２，７８３ ２，７６７  

 未 成 工 事 受 入 金  ７９，５０７ ７８，７３７  

 賞 与 引 当 金  ８，９１２ １５，７３１  

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  １，３１６ １，３７８  

 そ の 他 の 流 動 負 債  ３５，１２７ ３７，８２１  

固 定 負 債 ２９０，６６１ ３０５，７２９  △ １５，０６８

 社 債  ４０，０００ ４０，０００  

 転 換 社 債  ８９，９９９ １５２，０９９  

 長 期 借 入 金  ３０，３７４ ３５，３１６  

 退 職 給 与 引 当 金  － ２９，７３３  

 退 職 給 付 引 当 金  ７８，８５５ －  

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  １，０９１ ９１５  

 預 り 敷 金 保 証 金  ４７，３５５ ４５，５１７  

 連 結 調 整 勘 定  １２１ ３  

 そ の 他 の 固 定 負 債  ２，８６４ ２，１４４  

（ 少 数 株 主 持 分 ） （７，４４２） （１６，７５８）  （△ ９，３１６）

 少 数 株 主 持 分  ７，４４２ １６，７５８  

（ 資 本 の 部 ） （６２６，４６２） （７４１，２１５） （△１１４，７５３）

 資 本 金  １８６，５５４ １８６，０５７  

 資 本 準 備 金  ２３７，５２２ ２４１，１４５  

 連 結 剰 余 金  ２０２，６１５ ３１４，５７６  

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  ８３ －  

 為 替 換 算 調 整 勘 定  △   ２７１ △   ５６１  

 小    計  ６２６，５０４ ７４１，２１７  

 自 己 株 式  △    ４２ △     ２  

負 債 ・ 少 数 株 主 持 分 ・ 資 本 合 計 １，３０３，８２１ １，４５９，４９０  △１５５，６６９

（参考）    （当連結会計年度） （前連結会計年度）  

（１）担保提供資産 ３１，２６２百万円 ３２，２９２ 百万円  

（２）保証債務 ８１，０８１百万円 １０８，１３６ 百万円  

（３）自己株式数 ４４，５３３株 ２，１０１ 株  

（４）投資有価証券に含まれる関連会社株式 ６，８８４百万円 １１，３５５ 百万円  

（５）有利子負債 ２２５，６６６百万円 ２８１，５７９ 百万円  

（６）自己株式の消却：発行済株式の減少 ２１，７１９千株 － 千株  

             ：資本準備金の減少 ２１，４９５百万円 － 百万円  
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２.連結損益計算書   
  （単位：百万円）

期  別 

科  目 
当連結会計年度 

(平成13年2月1日～平成14年1月31日) 

前連結会計年度 
(平成12年2月1日～平成13年1月31日) 

比 較 増 減

売 上 高  １，３０５，４６８ １，３６４，８００ △ ５９，３３２

売 上 原 価  １，０３５，２７６ １，０７１，００８ △ ３５，７３２

売 上 総 利 益 ２７０，１９１ ２９３，７９２ △ ２３，６０１

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  １９５，５６７ １９７，７０６ △  ２，１３９

営 業 利 益 ７４，６２４ ９６，０８５ △ ２１，４６１

営 業 外 収 益  ７，１３９ １０，３６８ △  ３，２２９

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 ３，４５４ ４，４４４ 

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 ２ ４０１ 

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 ９６０ － 

雑 収 入 ２，７２２ ５，５２２ 

営 業 外 費 用  ８，６８２ １７，９４０ △  ９，２５８

支 払 利 息 ３，４０４ ３，３３０ 

有 価 証 券 評 価 損 － ８，７５６ 

雑 支 出 ５，２７８ ５，８５３ 

経 常 利 益 ７３，０８１ ８８，５１３ △ １５，４３２

特 別 利 益  ７５３ １４７ ６０６

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 ７５３ １４７ 

特 別 損 失  ２３４，００４ ３９，６３９ １９４，３６５

販 売 用 不 動 産 評 価 損 １３５，５３９ － 

退 職 給 付 会 計 基 準 変 更 時 差 異 償 却 額 ５６，８８８ － 

過 年 度 退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額 － １７，０７７ 

厚 生 年 金 基 金 特 別 掛 金 － １４，２８０ 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ２６，２６１ － 

固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損 ６，５２６ ８，０２６ 

事業計画変更に 伴う 販売用不動産整理損 ５，３５０ － 

そ の 他 ３，４３８ ２５４ 

税金等調整前当期純損失（ △ ） 

又 は 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
△ １６０，１７０ ４９，０２２ △２０９，１９２

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  ４，５５３ ８，５３０ △  ３，９７７

法 人 税 等 調 整 額  △  ７０，１０６ １３，７８７ △ ８３，８９３

少数株主損失（△）又は少数株主利益  △   ４，２８６ １，５３７ △  ５，８２３

 当期純損失（△）又は当期純利益 △  ９０，３３１ ２５，１６７ △１１５，４９８

  

３．連結剰余金計算書  
 （単位：百万円）

期  別 

科  目 
当連結会計年度 

(平成13年2月1日～平成14年1月31日) 

前連結会計年度 
(平成12年2月1日～平成13年1月31日) 

比 較 増 減

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ３１４，５７６ ３０２，９６６ １１，６１０

連 結 剰 余 金 減 少 高  

 
連結子会社及び持分法適用会社の増加

に 伴 う 剰 余 金 の 減 少 
－ １９５  

 
連結子会社及び持分法適用会社との 

合 併 に 伴 う 剰 余 金 の 減 少 
６，６５５ －  

 配 当 金 １４，５１３ １２，９２３  

 役 員 賞 与 ４６０ ３８５  

 合 併 交 付 金 － ２１，６２９ ５２ １３，５５７ ８，０７２

当期純損失（△）又は当期純利益 △ ９０，３３１  ２５，１６７ △ １１５，４９８

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 ２０２，６１５ ３１４，５７６ △ １１１，９６１
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４．連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

期  別

科  目 
当連結会計年度 

(平成13年2月1日～平成14年1月31日) 

前連結会計年度 
(平成12年2月1日～平成13年1月31日) 

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー                         

  税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △ １６０，１７０ －

  税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 － ４９，０２２

  減 価 償 却 費 １３，０８５ １３，６９３

  退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 （ 増 加 ） 額 △  ３０，１７８ １８，２２０

  退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ７８，８５５ －

  受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △   ３，４５４ △   ４，４４４

  支 払 利 息 ３，４０４ ３，３３０

  持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △       ２ △     ４０１

  販 売 用 不 動 産 評 価 損 １３５，５３９ －

  有 価 証 券 評 価 損 ２６，２６１ ８，７５６

  売 上 債 権 の 減 少 （ 増 加 ） 額 ５，９４０ △  １３，２７３

  た な 卸 資 産 等 の 減 少 額 １，０５１ １８，８９９

  仕 入 債 務 の 減 少 （ 増 加 ） 額 △  ２１，８６８ ２，６８７

  未 成 工 事 受 入 金 の 減 少 額 △     ９２１ △   ３，７９２

  そ の 他 １１，３１３ １，０７２

  小 計 ５８，８５５ ９３，７６９

  利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ３，３８２ ４，５６４

  利 息 の 支 払 額 △   ３，３７１ △   ３，３２３

  法 人 税 等 の 支 払 額 △   ４，６７５ △  ２８，１５９

  営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ５４，１９１ ６６，８５１

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

  有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △   ４，７７２ △  １１，５５４

  有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 １１，８６２ ２２，０３３

  有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △   ８，７９８ △  １１，１０５

  有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ２，１０７ ３，０９５

  投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △  ６５，６９９ △     ５２７

  投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ２，７８２ １，１７８

  貸 付 け に よ る 支 出 △   ５，０７３ △   ４，８７２

  貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 １１，６０１ １０，０７３

  団 体 生 存 保 険 料 払 込 に よ る 支 出 － △  １０，０００

  そ の 他 １，７５０ △   ３，３２８

  投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △  ５４，２３８ △   ５，００８

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

  短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 － △  ３７，３００

  長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △   ４，４４３ △   １，３２７

  社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △  ５１，１９３ △      ５０

  配 当 金 の 支 払 額 △  １４，５１３ △  １２，９２３

  少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △     ２８９ △     ２６１

  
資 本 準 備 金 に よ る 消 却 目 的 の

自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出
△  ２１，４９５ －

  そ の 他 △     １４６ ７

  財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △  ９２，０８１ △  ５１，８５４

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 ２８９ ３６

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 （ 増 加 ） 額 △  ９１，８３８ １０，０２４

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 ３１１，０２２ ２８３，８４０

Ⅶ 新規連結に 伴う 現金及び 現金同等物の 増加額 － １７，１５７

Ⅷ 合 併 に 伴 う 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額 ９，９５４ －

Ⅸ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 ２２９，１３８ ３１１，０２２
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[連結財務諸表作成のための基本となる事項] 

１．連結の範囲に関する事項 

   連結子会社 １０３社   積和不動産㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱、積和不動産九州㈱、他 

   連結範囲の異動状況 

    新規  設立によるもの ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ グリーンテクノ積和㈱、他２社 

        合併に伴う株式取得 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 積和建設北陸㈱ 

    除外  合併に伴う減少 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 積水ハウス四国㈱、他５社 

    子会社１０３社は全て連結しています。 

２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用会社３社   積和不動産関西㈱、六甲アイランドエネルギーサービス㈱、新西宮ヨットハーバー㈱ 

   持分法適用の異動状況 

    除外  合併に伴う減少 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 積水ハウス北陸㈱、他１社 

    関連会社３社の投資については、全て持分法を適用しています。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

   連結子会社のうち、スカイレールサービス㈱の決算日は3月31日です。連結財務諸表の作成にあたっては、同社の1月31日現在で仮

決算を行いその財務諸表を使用しています。 また、Sekisui Deutschland Bau G.m.b.H. の決算日は12月31日です。連結財務諸表の

作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日までの間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってい

ます。 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 （イ）有価証券 

① 満期保有目的の債券 ‥‥ 償却原価法（定額法） 

  ② その他有価証券 

    ・時価のあるもの ‥‥‥ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

                 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。） 

    ・時価のないもの ‥‥‥ 移動平均法に基づく原価法 

 （ロ）デリバティブ ‥‥‥‥‥ 時価法 

（ハ）たな卸資産  

① 未成工事支出金、分譲用建物、分譲用土地、未成分譲用土地 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 個別原価法 

  ② 半製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 移動平均原価法 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    建物（建物附属設備を除く）及び無形固定資産については定額法、その他の有形固定資産については定率法（在外連結子会社は定額

法）を採用しています。 

（３）重要な引当金の計上基準 

（イ）貸倒引当金 ‥‥‥‥‥‥ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 

 （ロ）賞与引当金 ‥‥‥‥‥‥ 従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して

います。 

（ハ）完成工事補償引当金 ‥‥ 建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、保証責任が伴う住宅請負事業

売上高の1,000 分の１及び不動産事業売上高のうち建物部分にかかる売上高の1,000 分の１を計上して

います。 

（ニ）退職給付引当金 ‥‥‥‥ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

いて計上しています。なお、会計基準変更時差異（56,888百万円）は、当連結会計年度において全額費

用処理しています。 

また、数理計算上の差異は、５年による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしています。 
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（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。なお、在外子会社

の資産、負債、収益及び費用は、子会社の決算日における直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算

調整勘定に含めています。 

（５）重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方

法に準じた会計処理によっています。 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

  （イ）ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用しています。ただし、為替予約取引については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用して  

います。 

  （ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段     ヘッジ対象 

    ・為替予約‥‥‥‥‥‥外貨建金銭債務及び予定取引 

    ・金利スワップ‥‥‥‥運用目的債券 

  （ハ）ヘッジ方針 

    為替及び金利等の変動による損失を回避する目的で、デリバティブ取引を行っています。なお、為替予約取引は輸入取引高の範囲内

に限定しており、また、金利スワップ取引の想定元本は運用目的債券並びに有利子負債総額の範囲内に限定しています。 

  （ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動を比較し、両

者の変動額等を基礎として、ヘッジ有効性を評価しています。ただし、為替予約取引については、当該取引とヘッジ対象に関する重

要な条件等が一致しており、かつ、キャッシュ・フローが固定されているため、ヘッジ有効性評価を省略しています。 

（７）消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

    なお、控除対象外消費税等は、発生連結会計年度の期間費用としています。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しています。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

   連結調整勘定の償却については、発生した年度より原則として５年間で均等償却しています。なお、連結調整勘定が僅少な場合には、

その全額を発生した年度の損益として処理しています。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づき作成しています。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金及び預金（預入期間が３ヶ月を超える定期預金を除く）

並びに取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資で、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わないものとしています。 
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（追加情報） 

１．退職給付会計 

   当連結会計年度から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成10年6月16

日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合と比べ、売上総利益は 553百万円、営業利益は 846百万円、経常利益は

1,087百万円それぞれ減少し、税金等調整前当期純損失は47,789百万円、当期純損失は27,861百万円それぞれ増加しています。 

   なお、前連結会計年度末における退職給与引当金は、当連結会計年度末において退職給付引当金に含めて表示しています。 

 

２．金融商品会計 

   当連結会計年度から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成11年1月22

日））を適用し、有価証券の評価方法、デリバティブ取引の評価方法等を変更しています。この結果、従来の方法によった場合と比べ、

経常利益は1,003百万円増加し、税金等調整前当期純損失は413百万円、当期純損失は60百万円それぞれ増加しています。 

   また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券及びその他有価証券のうち１年以内に満期の到来するも

のは流動資産の「有価証券」として、それら以外は投資その他の資産の「投資有価証券」として表示しています。 

   その結果、流動資産の「有価証券」は3,827百万円減少し、投資その他の資産の「投資有価証券」は同額増加しています。 

 

３．外貨建取引等会計処理基準 

   当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会 平成

11年10月22日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合と比べ、経常利益は144百万円減少し、税金等調整前当期

純損失は144百万円、当期純損失84百万円それぞれ増加しています。 

 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度）  

現金預金勘定 240,943 百万円 318,321 百万円  

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △    12,505 百万円 △    14,405 百万円  

追加型公社債投資信託（有価証券勘定） 700 百万円 7,106 百万円  

現金及び現金同等物 229,138 百万円 311,022 百万円  

 

２．重要な非資金取引の内容 

                       （当連結会計年度）   （前連結会計年度） 

 ① 転換社債の転換額                 6 百万円       6,298 百万円 

 

② 合併に伴う資産等の増加 

  当連結会計年度に合併した積水ハウス北陸㈱及び積水ハウス山梨㈱より引き継いだ資産及び負債の主な内訳は次の通りです。また、合

併により増加した資本金及び資本準備金はそれぞれ279百万円及び10,928百万円です。 

流動資産 16,067 百万円  

固定資産 1,827 百万円  

資産合計 17,894 百万円  

流動負債 5,863 百万円  

固定負債 444 百万円  

負債合計 6,308 百万円  

 

 

 

 

 

 



 13

 

５.セグメント情報 
（１）事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（平成１３年２月１日～平成１４年１月３１日）                                                    （単位：百万円）

 住宅請負事業 不動産事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益   

 売 上 高   

 ( 1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高  981,558 323,910 1,305,468 －  1,305,468

 ( 2) セグメント間の内部売上高又は振替高  939 － 939 (939) －

計 982,497 323,910 1,306,408 (939) 1,305,468

 営 業 費 用  880,947 324,923 1,205,871 24,972  1,230,844

 営業利益又は営業損失（△）  101,549 △ 1,012 100,537 (25,912) 74,624

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出    

 資 産  288,404 569,476 857,881 445,939  1,303,821

 減 価 償 却 費  6,662 4,414 11,077 2,007  13,085

 資 本 的 支 出  10,387 3,405 13,792 2,210  16,003
 

前連結会計年度（平成１２年２月１日～平成１３年１月３１日）                                                    （単位：百万円）

 住宅請負事業 不動産事業 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益   

 売 上 高   

 ( 1) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高  1,081,057 283,743 1,364,800 －  1,364,800

 ( 2) セグメント間の内部売上高又は振替高  517 － 517 (517) －

計 1,081,574 283,743 1,365,318 (517) 1,364,800

 営 業 費 用  953,911 287,440 1,241,352 27,362  1,268,714

 営業利益又は営業損失（△）  127,662 △ 3,696 123,966 (27,880) 96,085

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出     
 資 産  318,554 677,730 996,284 463,205  1,459,490

 減 価 償 却 費  7,030 4,742 11,773 1,919  13,693

 資 本 的 支 出  8,318 2,687 11,005 2,962  13,968

（注）１．事業区分の方法 
      日本標準産業分類[（建設業）（不動産業）]を勘案して区分しています。 

   ２．各事業区分に属する主要な内容 

      住宅請負事業   ：住宅及び各種建築物の設計、施工及び請負。 

                造園その他建設工事の設計、施工及び請負。 

      不動産事業    ：住宅の分譲、不動産の売買、仲介、賃貸借及び管理。 

   ３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の本社及び支社機構の管理部門、研究開

発部門にかかる費用等です。 
             当連結会計年度  25,691百万円     前連結会計年度   27,756百万円 

   ４．資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資

金（投資有価証券）及び管理部門にかかる資産等です。 

             当連結会計年度 446,022百万円     前連結会計年度  463,334百万円 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる事項」の「追加情報」に記載のとおり、当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準」

を適用しています。この変更に伴い、前連結会計年度と同一の基準によった場合に比べ、住宅請負事業の営業費用は820百万円増加

し、営業利益は同額減少し、不動産事業の営業費用は19百万円減少し、営業損失は同額減少しています。 
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（２）所在地別セグメント情報 

  当連結会計年度及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計額及び全セグメントの資産の合計額に占める「本邦」の割合

がいずれも90％を超えているため、記載を省略しました。 

 

（３）海外売上高 

  当連結会計年度及び前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しました。 

 

 

６．受注及び販売の状況 
 
参考として、親会社の受注高・売上高・受注残高を記載しています。 
 

  （単位：百万円）

期 別 当  期 
（平成１３年２月～平成１４年１月）

前  期 
（平成１２年２月～平成１３年１月） 

比 較 増 減

部 門 金 額 構成比（％） 金 額 構成比（％） 金 額 比率（％）

売 上 高 1,118,898 100.0 1,184,186 100.0 △  65,288 △  5.5

 建 築 請 負 部 門 977,144 87.3 1,056,517 89.2 △  79,373 △  7.5

 不動産事業部門 141,754 12.7 127,668 10.8 14,086 11.0
受 注 高 1,018,313 100.0 1,063,214 100.0 △  44,901 △  4.2

 建 築 請 負 部 門 867,883 85.2 943,121 88.7 △  75,238 △  8.0

 不動産事業部門 150,429 14.8 120,092 11.3 30,337 25.3
受 注 残 高 580,586 100.0 681,171 100.0 △ 100,585 △ 14.8

 建 築 請 負 部 門 540,411 93.1 649,671 95.4 △ 109,260 △ 16.8

 不動産事業部門 40,175 6.9 31,500 4.6 8,675 27.5
（注）当期の受注高には、合併により引き継いだ契約残高が下記の通り含まれています。 
       建築請負部門      22,629百万円 
            不動産事業部門       309百万円 
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７．リース取引関係 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
 （当連結会計年度） 

    取得価額相当額   減価償却累計額相当額   期 末 残 高 相 当 額

建 物  40,107百万円 20,144百万円 19,962百万円

工 具 器 具 及 び 備 品  9,428百万円 5,906百万円 3,521百万円

ソ フ ト ウ エ ア  3,796百万円 2,006百万円 1,789百万円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具  214百万円 116百万円 97百万円

合 計  53,546百万円 28,174百万円 25,371百万円

（注）当連結会計年度より、取得価額相当額は利息相当額を控除して算定しています。 
 
（前連結会計年度） 
    取得価額相当額   減価償却累計額相当額   期 末 残 高 相 当 額

建 物  52,170百万円 32,364百万円 19,806百万円

工 具 器 具 及 び 備 品  11,346百万円 6,853百万円 4,493百万円

そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産  3,291百万円 1,512百万円 1,778百万円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具  245百万円 134百万円 110百万円

合 計  67,054百万円 40,865百万円 26,188百万円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定して

います。 
 
 ②未経過リース料期末残高相当額 

 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 
１ 年 以 内 7,355百万円 9,543百万円

１ 年 超 19,737百万円 16,645百万円

合 計 27,092百万円 26,188百万円

（注）前連結会計年度の未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しています。 
   当連結会計年度の未経過リース料期末残高相当額は、利息相当額を控除して算定しています。 
 

 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 
支 払 リ － ス 料 8,665百万円 10,242百万円

減 価 償 却 費 相 当 額 8,346百万円 10,242百万円

支 払 利 息 相 当 額 437百万円 －百万円

 
 ④減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により算定しています。 
 
 ⑤利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法については利息法によっています。 
 
（オペレーティング・リース） 

  （当連結会計年度） （前連結会計年度） 
未経過リース料 １ 年 以 内 11百万円 11百万円

 １ 年 超 72百万円 80百万円

 合 計 83百万円 92百万円
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８．有価証券の時価等 
（当連結会計年度） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの                                    （単位：百万円） 

 当連結会計年度（平成１４年１月３１日現在） 
 

種    類 
連結貸借対照表計上額 時     価 差     額 

(1) 国債・地方債等 271 275 3
(2) 社 債 199 202 2
(3) そ の 他 130 130 0

時価が連結貸借対照表 
計 上 額 を 超 え る も の 

小    計 601 608 6
(1) 国 債 ･ 地 方 債 等 32 32 △  0
(2) そ の 他 1,699 1,689 △ 10時価が連結貸借対照表 

計上額を超えないもの 
小    計 1,732 1,721 △ 11

合           計 2,333 2,329 △  4
 
２．その他有価証券で時価のあるもの                                      （単位：百万円） 

 当連結会計年度（平成１４年１月３１日現在） 
 

種    類 
取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差     額 

 株 式 10,264 12,331 2,066連 結 貸 借 対 照 表 
計 上 額 が 取 得 原 価 
を 超 え る も の 小    計 10,264 12,331 2,066

(1) 株 式 19,236 18,287 △   949
(2) 債 券  

 国債・地方債等 52,938 51,910 △ 1,028
(3) そ の 他 2,000 1,998 △     2

連 結 貸 借 対 照 表 
計 上 額 が 取 得 原 価 
を 超 え な い も の 

小   計 74,174 72,195 △ 1,979
合           計 84,439 84,527 87

（注）当連結会計年度において、株式８銘柄、25,940百万円の評価損を計上しています。 
 
３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１３年２月１日～平成１４年１月３１日）     

          （単位：百万円） 

売   却   額 売 却 益 の 合 計 売 却 損 の 合 計 

2,383 768 16
 
４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額            （単位：百万円） 

 当連結会計年度（平成１４年１月３１日現在） 
 連結貸借対照表計上額 摘     要 
(1)満期保有目的の債券  
  非上場外国債券 12,000  
(2)その他有価証券  
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 10,472  
  協同組織金融機関の優先出資に関する法 
  律に規定する優先出資証券 999  
  追加型公社債投資信託 700  
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５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１４年１月３１日現在） 

           （単位：百万円） 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
債  券   
(1) 国債・地方債等 115 194 50,000 －

(2) 社 債 － 200 － －

(3) そ の 他 1,690 140 2,000 10,000
合    計 1,805 534 52,000 10,000

 
（前連結会計年度） 

（単位：百万円） 
前連結会計年度 

（平成１３年１月３１日現在） 種  類 
連結貸借対照表計上額 時  価 評価損（△）益 

流動資産に属するもの                              
株 式        3,818 6,550 2,731 
債 券        22 22 0 
そ の 他        4 2 △  2 
小 計        3,845 6,575 2,729 

固定資産に属するもの  
株 式        59,618 60,949 1,331 
債 券        615 620 5 
そ の 他        － － － 
小 計        60,233 61,570 1,336 

合 計           64,078 68,145 4,066 
（注）1. 時価等の算定方法 
    (1) 上場有価証券 
        主に東京証券取引所の 終価格 
    (2) 店頭売買有価証券 
        日本証券業協会が公表する売買価格 
    (3) 非上場債券 
        日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定しています。 
    (4) 非上場の証券投資信託の受益証券 
        基準価格 

2. 開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 
   （流動資産に属するもの）一年以内に償還の債券               9,583百万円 
               追加型公社債投資信託               7,106百万円 
   （固定資産に属するもの）非上場株式（店頭売買有価証券を除く）       5,308百万円 
               協同組織金融機関の優先出資に関する法律 
               に規定する優先出資証券              999百万円    
               非上場外国債券                 12,000百万円 
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９．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
（当連結会計年度） 
金利関連                                                      （単位：百万円） 

 当連結会計年度（平成14年1月31日現在） 

契 約 額 等 
区分 種   類  うち1年超 

時  価 評価損（△）益 

金利スワップ取引     

受取固定・支払変動 15,000 15,000 550 550

市場

取引

以外

の 
取引 受取変動・支払固定 15,000 15,000 410 410

合    計 30,000 30,000 960 960
（注）１．金利スワップ取引の時価は、金融機関から提示された価格により算定しています。 

     ２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 
 
（前連結会計年度） 
 通貨関連                                                      （単位：百万円） 

 前連結会計年度（平成13年1月31日現在） 

契 約 額 等 
区分 種   類 

 うち1年超 
時  価 評価損（△）益 

為替予約取引     
買    建     

市場

取引

以外

の 
取引 

米 ド ル 371 － 368 △ 2

合    計 371 － 368 △ 2
  （注）時価の算定方法 
       先物為替相場 

 
金利関連                                              （単位：百万円） 

 前連結会計年度（平成13年1月31日現在） 

契 約 額 等 
区分 種   類 

 うち1年超 
時  価 評価損（△）益 

金利スワップ取引     

受取固定・支払変動 15,000 15,000 564 564

市場

取引

以外

の 
取引 受取変動・支払固定 15,000 15,000 354 354

合    計 30,000 30,000 918 918
（注）金利スワップ取引の時価は、金融機関から提示された価格により算定しています。 
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１０．退職給付会計 

(1)採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けています。 

 

(2)退職給付債務に関する事項（平成１４年１月３１日現在） 

                              （単位：百万円） 

① 退職給付債務 △  239,600  

② 年金資産 141,863  

③ 未積立退職給付債務（①＋②） △   97,736  

④ 未認識数理計算上の差異 18,884  

⑤ 未認識過去勤務債務 －  

⑥ 連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤） △   78,852  

⑦ 前払年金費用 3  

⑧ 退職給付引当金（⑥－⑦） △   78,855  

 （注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しています。 

    ２．一部の子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しています。 

 

(3)退職給付費用に関する事項（平成１３年２月１日～平成１４年１月３１日） 

                              （単位：百万円） 

① 勤務費用 11,680
② 利息費用 6,140
③ 期待運用収益 △   5,316
④ 会計基準変更時差異の費用処理額 56,888
⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 －

⑥ 過去勤務債務の費用処理額 －

⑦ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） 69,392
 （注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しています。 

    ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しています。 

 

(4)退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  

② 割引率 2.8%  

③ 期待運用収益率 4.0%  

④ 過去勤務債務の額の処理年数 5年  

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 5年 （発生の翌連結会計年度から費用処理する 

 こととしています。） 

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数 1年  
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１１．税効果会計 

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳 

（流動の部）   

繰延税金資産 （当連結会計年度） （前連結会計年度） 

  販売用不動産評価損 100,455 百万円 71,834 百万円 
  税務上の繰越欠損金 16,622 百万円 －百万円 
  賞与引当金損金算入限度超過額 371 百万円 2,126 百万円 
  貸倒引当金損金算入限度超過額 860 百万円 857 百万円 
  たな卸資産未実現利益 176 百万円 218 百万円 
  未払事業税 200 百万円 195 百万円 
  その他 3,013 百万円 467 百万円 
繰延税金資産合計 121,700 百万円 75,699 百万円 
  
 繰延税金負債  
  還付事業税 225 百万円 392 百万円 
  その他 41 百万円 41 百万円 
繰延税金負債合計 266 百万円 433 百万円 
繰延税金資産と繰延税金負債の純額 121,434 百万円 75,265 百万円 
  
（固定の部）  
 繰延税金資産  
  退職給与引当金損金算入限度超過額 －百万円 8,283 百万円 
  退職給付引当金損金算入限度超過額 29,241 百万円 －百万円 
  固定資産未実現利益 498 百万円 423 百万円 
  役員退職慰労引当金 472 百万円 381 百万円 
  貸倒引当金損金算入限度超過額 366 百万円 292 百万円 
  その他 3,111 百万円 282 百万円 
繰延税金資産合計 33,690 百万円 9,662 百万円 
  
 繰延税金負債  
  その他有価証券評価差額金 64 百万円 －百万円 
  債権債務消去に伴う貸倒引当金の調整額 42 百万円 78 百万円 
繰延税金負債合計 106 百万円 78 百万円 
繰延税金資産と繰延税金負債の純額 33,583 百万円 9,583 百万円 

 
 

１２．関連当事者との取引 

    該当事項はありません。 
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１３．主な関係会社の要約財務諸表 
 (1) 積和不動産株式会社 
  ① 連結貸借対照表の要旨  ② 連結損益計算書の要旨 

  自 平成１３年２月 １日 
（平成１４年１月３１日現在）  至 平成１４年１月３１日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 74,951

流 動 資 産 17,274 流 動 負 債 7,664  営 業 費 用 72,205
 現 金 預 金 13,828  未 払 金 488  営 業 利 益 2,746
 受取手形・売掛金 537  前 受 金 5,127  営 業 外 収 益 92
 有 価 証 券 895  その他の流動負債 2,048  営 業 外 費 用 98
 た な 卸 資 産 1,653 固 定 負 債 14,198  経 常 利 益 2,740
 その他の流動資産 407  預り敷金及び保証金 12,175  特 別 損 失 1,684
 貸 倒 引 当 金 △ 46  退 職 給 付 引 当 金 1,891  税 引 前 当 期 純 利 益 1,055
固 定 資 産 15,156  その他の固定負債 131  法人税、住民税及び事業税 1,169
有 形 固 定 資 産 7,370    法 人 税 等 調 整 額 △ 641
 建 物 ・ 構 築 物 1,366 負 債 合 計 21,862  当 期 純 利 益 527
 土 地 5,928 （資本の部）   
 そ の 他 75 資 本 金 1,668   
無 形 固 定 資 産 1,223 資 本 準 備 金 730   
投 資 そ の 他 の 資 産 6,561 連 結 剰 余 金 8,178   
 投 資 有 価 証 券 608 (うち当期純利益) ( 527)   
 長 期 貸 付 金 1,157   
 敷 金 及 び 保 証 金 4,021 

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
△ 9

  
 そ の 他 の 投 資 等 955 自 己 株 式 △ 0   
 貸 倒 引 当 金 △ 180 資 本 合 計 10,568   

資 産 合 計 32,431 負債・資本合計 32,431   
 
 (2) 積和不動産東北株式会社 
  ① 貸借対照表の要旨  ② 損益計算書の要旨 

  自 平成１３年２月 １日 
（平成１４年１月３１日現在）  至 平成１４年１月３１日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 10,676

流 動 資 産 6,143 流 動 負 債 1,771  営 業 費 用 10,079
 現 金 預 金 5,483  前 受 金 1,387  営 業 利 益 597
 受取手形・売掛金 125  その他の流動負債 383  営 業 外 収 益 19
 た な 卸 資 産 459    営 業 外 費 用 4
 その他の流動資産 96 固 定 負 債 3,707  経 常 利 益 612
 貸 倒 引 当 金 △ 21  退 職 給 付 引 当 金 385  特 別 損 失 531
    預り敷金及び保証金 3,322  税 引 前 当 期 純 利 益 80
固 定 資 産 325    法人税、住民税及び事業税 259
有 形 固 定 資 産 30    法 人 税 等 調 整 額 △ 212
 そ の 他 30 負 債 合 計 5,478  当 期 純 利 益 33

  （資本の部）  前 期 繰 越 利 益 4
無 形 固 定 資 産 38 資 本 金 200  当 期 未 処 分 利 益 38
投 資 そ の 他 の 資 産 257 法 定 準 備 金 28   
 長 期 貸 付 金 2 剰 余 金 763   
 敷 金 及 び 保 証 金 30 (うち当期純利益) ( 33)   
 そ の 他 の 投 資 等 375    
 貸 倒 引 当 金 △ 151 資 本 合 計 991   

資 産 合 計 6,469 負債・資本合計 6,469   
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 (3) 積和不動産中部株式会社 
  ① 貸借対照表の要旨  ② 損益計算書の要旨 

  自 平成１３年２月 １日 
（平成１４年１月３１日現在）  至 平成１４年１月３１日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 59,697

流 動 資 産 12,849 流 動 負 債 5,925  営 業 費 用 58,198
 現 金 預 金 10,329  未 払 金 326  営 業 利 益 1,499
 受取手形・売掛金 361  前 受 金 5,085  営 業 外 収 益 68
 た な 卸 資 産 1,912  その他の流動負債 513  営 業 外 費 用 34
 その他の流動資産 361 固 定 負 債 16,228  経 常 利 益 1,533
 貸 倒 引 当 金 △ 115  退 職 給 付 引 当 金 949  特 別 損 失 1,316
    預り敷金及び保証金 15,213  税 引 前 当 期 純 利 益 216
固 定 資 産 17,410  その他の固定負債 65  法人税、住民税及び事業税 499
有 形 固 定 資 産 13,503    法 人 税 等 調 整 額 △ 354
 建 物 ・ 構 築 物 6,236 負 債 合 計 22,153  当 期 純 利 益 71
 土 地 7,212 （資本の部）  前 期 繰 越 利 益 125
 そ の 他 54 資 本 金 1,368  中 間 配 当 額 113
無 形 固 定 資 産 32 法 定 準 備 金 1,844  利 益 準 備 金 積 立 額 11
投 資 そ の 他 の 資 産 3,874 剰 余 金 4,897  当 期 未 処 分 利 益 71
 投 資 有 価 証 券 2,162 (うち当期純利益) ( 71)   
 敷 金 及 び 保 証 金 697   
 そ の 他 の 投 資 等 1,014 

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
△ 2

  
   自 己 株 式 △ 1   
   資 本 合 計 8,106   

資 産 合 計 30,259 負債・資本合計 30,259   
 
 (4) 積和不動産中国株式会社 
  ① 貸借対照表の要旨  ② 損益計算書の要旨 

  自 平成１３年２月 １日 
（平成１４年１月３１日現在）  至 平成１４年１月３１日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 10,971

流 動 資 産 5,751 流 動 負 債 1,489  営 業 費 用 10,400
 現 金 預 金 4,985  未 払 金 92  営 業 利 益 571
 受取手形・売掛金 101  前 受 金 709  営 業 外 収 益 28
 た な 卸 資 産 616  その他の流動負債 686  営 業 外 費 用 9
 その他の流動資産 64 固 定 負 債 3,437  経 常 利 益 589
 貸 倒 引 当 金 △ 16  退 職 給 付 引 当 金 480  特 別 損 失 479
    預り敷金及び保証金 2,909  税 引 前 当 期 純 利 益 109
固 定 資 産 1,177  その他の固定負債 47  法人税、住民税及び事業税 244
有 形 固 定 資 産 661    法 人 税 等 調 整 額 △ 188
 建 物 ・ 構 築 物 255 負 債 合 計 4,926  当 期 純 利 益 53
 土 地 313 （資本の部）  前 期 繰 越 利 益 4
 そ の 他 93 資 本 金 379  当 期 未 処 分 利 益 58
無 形 固 定 資 産 14 法 定 準 備 金 236   
投 資 そ の 他 の 資 産 500 剰 余 金 1,387   
 投 資 有 価 証 券 50 (うち当期純利益) (53)   
 長 期 貸 付 金 123   
 敷 金 及 び 保 証 金 110 

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
△ 0

  
 そ の 他 の 投 資 等 216 自 己 株 式 △ 1   
   資 本 合 計 2,002   

資 産 合 計 6,928 負債・資本合計 6,928   
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 (5) 積和不動産九州株式会社 
  ① 貸借対照表の要旨  ② 損益計算書の要旨 

  自 平成１３年２月 １日 
（平成１４年１月３１日現在）  至 平成１４年１月３１日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 11,014

流 動 資 産 3,006 流 動 負 債 1,022  営 業 費 用 10,616
 現 金 預 金 1,930  未 払 金 42  営 業 利 益 398
 受取手形・売掛金 93  前 受 金 776  営 業 外 収 益 5
 た な 卸 資 産 914  その他の流動負債 204  営 業 外 費 用 4
 その他の流動資産 80 固 定 負 債 2,026  経 常 利 益 398
 貸 倒 引 当 金 △ 11  退 職 給 付 引 当 金 241  特 別 損 失 293
    預り敷金及び保証金 1,775  税 引 前 当 期 純 利 益 105
固 定 資 産 753  その他の固定負債 9  法人税、住民税及び事業税 161
有 形 固 定 資 産 551    法 人 税 等 調 整 額 △ 105
 建 物 ・ 構 築 物 239 負 債 合 計 3,049  当 期 純 利 益 49
 土 地 292 （資本の部）  前 期 繰 越 利 益 3
 そ の 他 18 資 本 金 200  当 期 未 処 分 利 益 52
無 形 固 定 資 産 4 法 定 準 備 金 25   
投 資 そ の 他 の 資 産 197 剰 余 金 484   
 敷 金 及 び 保 証 金 57 (うち当期純利益) ( 49)   
 そ の 他 の 投 資 等 140    
   資 本 合 計 710   

資 産 合 計 3,759 負債・資本合計 3,759   
 
 (6) 積和不動産関西株式会社 
  ① 貸借対照表の要旨  ② 損益計算書の要旨 

  自 平成１３年２月 １日 
（平成１４年１月３１日現在）  至 平成１４年１月３１日 

（単位：百万円）  （単位：百万円）

科    目 金  額 科    目 金  額  科    目 金  額 
（資産の部）  （負債の部）  営 業 収 益 43,473

流 動 資 産 17,888 流 動 負 債 4,809  営 業 費 用 41,942
 現 金 預 金 12,645  未 払 金 193  営 業 利 益 1,530
 受取手形・売掛金 277  前 受 金 4,211  営 業 外 収 益 78
 た な 卸 資 産 3,917  その他の流動負債 404  営 業 外 費 用 49
 その他の流動資産 1,137 固 定 負 債 10,109  経 常 利 益 1,559
 貸 倒 引 当 金 △ 89  退 職 給 付 引 当 金 1,657  特 別 損 失 1,511
    預り敷金及び保証金 8,287  税 引 前 当 期 純 利 益 47
固 定 資 産 16,668  その他の固定負債 164  法人税、住民税及び事業税 87
有 形 固 定 資 産 5,412    法 人 税 等 調 整 額 △ 17
 建 物 ・ 構 築 物 1,581 負 債 合 計 14,918  当 期 純 損 失 21
 土 地 3,621 （資本の部）  前 期 繰 越 利 益 172
 そ の 他 209 資 本 金 5,829  当 期 未 処 分 利 益 151
無 形 固 定 資 産 20 法 定 準 備 金 7,358   
投 資 そ の 他 の 資 産 11,235 剰 余 金 6,453   
 投 資 有 価 証 券 129 (うち当期純損失) ( 21)   
 長 期 貸 付 金 1,010    
 敷 金 及 び 保 証 金 9,257 

そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
0   

 そ の 他 の 投 資 等 837 自 己 株 式 △ 2   
   資 本 合 計 19,638   

資 産 合 計 34,557 負債・資本合計 34,557   
 


